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（趣旨）
第１条　この要綱は、千葉市・市原市工場夜景観光推進協議会（以下「協議会」という。）の会計事務の処理に関し必要な事項を定めるものとする。
（会計の原則）
第２条　協議会の会計は、協議会の財務状態及び経営状況を明らかにするため、収入支出を、その発生の事実に基づき処理するものとする。
（会計年度）
第３条　協議会の会計年度は、千葉市・市原市工場夜景観光推進協議会規約（以下「協議会規約」という。）の定めるところに従い、４月１日から翌年３月３１日までとする。
（会計の種類）
第４条　協議会の会計は、協議会規約第７条の規定に基づく、協議会の議決を得た会計とする。
（会計事務責任者）
第５条　協議会に会計事務責任者を置く。
２　会計事務責任者は、千葉市・市原市工場夜景観光推進協議会事務局（以下「事務局」という。）事務局長をもって充てる。
３　会計事務は、会計事務責任者が統括する。
（会計事務担当者）
第６条　事務局に会計事務担当者として、金銭の出納責任者及び出納担当者を置く。
２　会計事務は、会計事務担当者が遂行する。
（会計帳簿）
第７条　協議会に係る取引については、会計帳簿に記帳する。
（会計帳簿の種類）
第８条　会計帳簿は、次の各号に掲げるものをいう。
（１）収入簿
（２）支出簿
（３）その他事務局長が必要と認める帳票
（会計帳簿の更新）
第９条　会計帳簿は、会計年度ごとに更新する。
（金銭の意義）
第１０条　金銭とは、通貨、小切手、郵便為替証書、振替預金証書等の現金及び預金をいう。
（金銭の保管及び取引金融機関等）
第１１条　前条に規定する金銭及び金銭に準ずるもの並びにこれらに関する重要書類は、次項に規定する取引金融機関等、その他の確実な金融機関等への預入れ、その他最も確実かつ安全な方法によって保管しなければならない。
２　取引金融機関等の指定又は指定の取り消しは会長が行うものとする。
（金銭の出納責任者）
第１２条　金銭の出納責任者は、会計事務責任者が任命する。
（金銭出納担当者等）
第１３条　金銭の出納責任者は、出納担当者を定め金銭の出納事務を取り扱わせる。
（収納）
第１４条　金銭を収納した場合は、出納責任者の確認を受けるものとする。
（領収書の交付）
第１５条　金銭を収納した場合は、原則として領収書を発行し、支払者に対して交付しなければならない。
２　前項の領収書の発行は、出納責任者以外の者が行ってはならない。
（収納金の処置）
第１６条　収納した金銭は、会計事務責任者が特に認めた場合を除いて、速やかに金融機関等に預け入れるものとする。
（支払）
第１７条　金銭の支払は、正当債権者からの請求により支払うものとする。ただし、謝礼金及び交通費に関する経費については支払書により支払うことができる。
（支払方法）
第１８条　支払の方法は、次の各号に掲げる方法により行うものとする。
（１）口座振込
（２）現金払
（領収書の徴収）
第１９条　金銭を支払った時は、必ず正当債権者より適正な領収書を徴収し、これを確認・保存しなければならない。ただし、領収書を受け取ることができない場合は、第２２条に定める支払証書等をもってこれに代えることができる。
（小口現金）
第２０条　事務局長は、出納担当者に小口現金を保管させ、常用の雑費で現金払いを必要とするものの支払をさせることができる。
２　前項の規定により出納担当者が保管することのできる小口現金の額は、10,000円を限度とする。
３　出納担当者は、現金払をした場合は必ず領収書を徴し、精算を行わなければならない。
（金銭の過不足）
第２１条　金銭に過不足を生じた場合は、出納責任者は遅滞なく会計事務責任者に報告し、その指示を受けるものとする。
（支払証書等）
第２２条　支払証書及び領収書には、請求した債権者の住所、氏名、金額、日付及び印鑑が正確明瞭に記載捺印されていなければならない。ただし、印鑑については、小口現金での取扱時におけるレシート等、当該支払内容を正確に確認できる場合は、この限りでない。
（誤払金等の戻入）
第２３条　会計事務責任者は、誤払又は過渡金があったことを確認したときは、直ちに受入人又は正当債権者に通知し、これを戻入させなければならない。
（予算編成）
第２４条　収支予算は、当該年度における事業計画に基づき収入支出予算に区分して編成し、収支予算書を作成しなければならない。
（精算）
第２５条　予算のうち、会計年度内に支出しなかった経費については、精算の上、各市へ戻入または次年度に繰越すことができる。
２　精算によって生じた端数金額の取扱については、各市で協議し決定する。
（予備費）
第２６条　予想し難い支出に充てるため予備費を計上できるものとする。
（補則）
第２７条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が定める。

附　則
この要綱は、令和２年９月８日から施行する。

附　則
この要綱は、令和３年３月３１日から施行する。
